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１．本ガイドライン策定の背景・目的

本ガイドライン策定に至った背景・目的を以下に示す。

○住宅リフォームについては、「日本再興戦略」（平成25年6月14日閣議決定）において、2020年

までに中古住宅流通・リフォーム市場の規模を倍増（20兆円）にすることが目標に位置づけら

れるなど、市場の拡大が見込まれている。

○他方、悪質リフォームなどリフォームに関する相談は依然として多く寄せられており、消費者

が安心してリフォーム工事を依頼できるよう、消費者からのあらゆる相談に対応できる相談体

制の整備が急務となっている。

○住宅のリフォームに関する相談の受け皿としては、現在、住まいるダイヤル（公益財団法人住

宅リフォーム・紛争処理支援センター）の電話相談、全国の弁護士会において平成22年度から

開始している弁護士と建築士が対面相談を行う専門家相談制度等がある。

○この点、住宅リフォームに関する相談件数の推移についてみると、住まいるダイヤルに寄せら

れている住宅リフォームに関する電話相談件数は、平成19年度の2,210件に比べ、平成24年度

には7,318件と大きく増加している。また、全国の弁護士会による専門家相談制度における住宅

リフォームに関する相談件数は平成22年度の340件に比べ、平成24年度には611件と、こちら

も大きく増加している。

○こうしたリフォームに関する相談ニーズの高まりに対応し、地域の相談体制の整備・充実を図

ることも重要であり、地方自治体がその中心的な役割を果たすことが期待されている。

○地方自治体においても、すでにリフォーム相談窓口の開設、リフォーム事業者の登録・紹介制

度の実施、リフォームに対する助成制度の実施など、地域の実情に応じた様々な取組みがなさ

れている自治体も見受けられる一方で、地方自治体の規模等によっては、必ずしも十分な相談

体制が整備されているとは言えない自治体も見受けられるのが現状である。

○また、公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センターが運営するリフォーム支援ネット「リ

フォネット」においては、地方自治体におけるリフォーム相談窓口を紹介しているところであ

るが、依然として掲載がされていない自治体も見受けられるところである。

○このため、地方自治体におけるリフォーム相談窓口に対する実態調査の結果を基に、地域にお

ける相談体制を検討するに当たってのポイントを具体的に示すことにより、地域における相談

体制の整備・充実の検討に資することを目的として、本ガイドラインを策定するものである。


